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　　　　　　　　　　　　　　　　　　天候にも恵まれ、大勢の人が参加（夏至祭　６月 21 日）
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平成２７年第３回当別町議会定例会

６月定例会

　平成２７年第３回当別町議会定例会は、６月９日から６月１６日までの日程で

開催し、一般質問、また補正予算、条例審議などを行いました。

一般会計補正予算歳出の主な内容

◇予算額

事業費　1億 5,751 万円（うち補助金 1億 5,000 万円）

◇事業の概要

一般財団法人環境イノベーション情報機構による「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（防災拠点等への再生

可能エネルギー等導入推進事業）」の採択を受け、当別町総合体育館に太陽光発電と蓄電技術を組み合わせたシステ

ム、木質ペレットボイラーおよびＬＥＤ照明並びに発電データ等の収集表示システムを設置します。

◇事業目的

町内最大級の避難所である「当別町総合体育館」において、災害時にも必要最小限の自立電源を確保するとともに、

再生可能エネルギー及び省エネルギー機器の利用により平常時の環境負荷軽減を図るとともに、地域経済への波及

効果を見出すことを目的としています。

◇導入完了時期

公募型プロポーザル方式で、事業者を選定し、平成 28 年 2 月頃までに導入を完了する予定です。

補正予算

災害時の自立電源確保へ

総合体育館に太陽光発電システム、木質ペレットボイラー

などを設置します

■一般会計補正予算

　　　　　　　　　 補正額　　　　　　　 1 億 9,468 万円（増）

　　　　　　　　　平成 27 年度総額　　 96 億 1,033 万円     　　　　　全会一致により可決

当別町総合体育館災害対応型再生可能エネルギー等導入事業

○ふとみ保育所改修工事 1,500 万円　　

　　■給湯暖房ボイラー設備の入れ替え、 腐食の激しいウッドデッキを撤去し、 芝生などとする改修工事

○経営体育成支援事業 294 万円　  　

　　■融資による農家の機械導入の融資残の自己負担分を補助する

○総合体育館災害対応型再生可能エネルギー等導入工事　1 億 5,751 万円　

○未利用間伐材利用促進対策事業委託　154 万円　　　■町有林の間伐事業

○森林整備地域活動支援事業　529 万円　　　　

　　■計画的な施業を促すため、 森林の現況調査、 所有の境界の確定、 間伐事業に向けた合意形成を進める事業　　　　　　　

※千円未満は四捨五入

☆用語解説

補正予算とは、すでに確定した予算に関して、既定の予算に追加、その他変更を加える必要が生じたときに本予算の内容

を変更するように組まれる予算。
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■「最低賃金の大幅な引き上げを求める意見書」

の提出を求める陳情　　　　　　　　　　

陳情団体　札幌地区労働組合総連合　　

　　　　　　　　　　　　　議長　　赤坂　正信

■「労働時間法制の規制強化と安定雇用の確立

を求める意見書」の提出を求める陳情　　　　　

　　

陳情団体　　札幌地区労働組合総連合

　　　　　　　　　　　　　　議長　　赤坂　正信

　　　　２件、総務文教常任委員会へ付託

請願・陳情

６月定例会

契約

■ロータリ除雪車購入契約　　　　　　　　　　

○　小型ロータリ除雪車（歩道用）1台購入します。

　　契約金額　16,632,000 円

■各小中学校ＩＣＴ機器購入契約　　　　　　　　

○　町内小中学校に、ＩＣＴ機器

　　（電子黒板等）を購入します。　

　　契約金額　12,522,211 円

購入するロータリ除雪車と同型車

購入する電子黒板プロジェクター

条例

■当別町立学校設置条例の一部改正

○当別町立弁華別小学校、弁華別中学校を平成２８年３月３１日をもって廃止するため

全会一致で可決

　　　　　弁華別小学校 　　　　　弁華別中学校

弁華別小学校は、１２３年、弁華別中学校は、６８年の歴史を閉じることとなります。

弁華別小学校、中学校平成 28 年３月で閉校

当別町総合体育館災害対応型再生可能エネルギー等導入事業

2 件は継続審議となりました

各学校電子黒板導入数

当別小学校 7台

西当別小学校 8台

弁華別小学校 1台

当別中学校 9台

西当別中学校 7台

弁華別中学校 2台

合計 34 台

※小学校は 4年生以上に導入
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一般質問

町長 道の駅は平成 29 年９月開業を予定している

当別町を活性化させる施策の推進に
ついて

山﨑　公司　議員

一般質問

道の駅について

①町に人を呼び込む町の活性化を図

るために前町長から引き継がれてい

る２年後開業予定の道の駅を、住民

と一体となって成功させたい。建設

予定地の盛土等で、約１年開業が遅

れるとのことだが、関係者の十分な

準備期間ができ、有効な時間と認識

している。道の駅の最新の状況と今

後の運営方法等の考え方を町長に伺

う。

町長　今月から実施設計の業務に入

る。本体工事は、平成 28 年４月に

着手し、平成 29 年３月頃までに完

成させ、平成 29 年９月開業を予定

している。運営方法は、第三セクター

による指定管理方式が適していると

判断した。第三セクターの設立に当

たり、ＪＡ、当別町商工会、金融協

会、町と管理運営主体検討会を近々

に設立し、具体的な検討に入りたい。

道民の森と当別ダムについて

②今年開業２５年を迎えた道が運営

している道民の森に連携して、宿泊

学習、大学、高校の合宿を積極的に

受入れ、「交流」を検討してはどうか。

また、当別ダムの新緑と紅葉の魅力

を発信して観光スポットとして力を

入れてはどうかと思うが、町長の考

えを伺う。

町長　道民の森の受入れを増やすこ

とは、地域活性化の源であり、交流

の促進につながる。町としても積極

的に取り組んでいきたい。当別ダム

の魅力は、今後観光協会とも連携し

て、観光資源として当別ダムの受入

れ環境の整備について検討していき

たい。

商工業の振興について

③雇用創出のため、商工業を振興し、

雇用の拡大を図ってはどうか。地域

消費喚起のプレミアム商品券発行の

効果はあると思うが、さらなる消費

喚起の方策の検討はないのか。町長

の考えを伺う。

町長　支援制度の拡充も検討し、地

元雇用の場と働き手となる人口が増

えるよう努める。プレミアム商品券

以外の消費喚起策として、商工会で

は、新たな商店街振興イベントとし

て、長沼町の夕やけ市のような事業

を企画しており、町も期待している。

農業１０年ビジョンについて

④消費者のニーズにあった付加価値

の高い農産物の生産と６次化産業を

推進する。先日、発表された「農業

１０年ビジョン」内容は高く評価し

ているが、今後の具体的な取組みと

管理をどのようにしていくのか。町

長の考えを伺う。

町長　関係機関が連携して実効性の

ある取組みとするため、ブランド化、

担い手確保、生産体制確立、６次産

業化等のプロジェクトチームを設置

する。各プロジェクトの実施状況を

管理し、目標の進捗を監視する体制

として、農業関係機関の代表者や指

導的立場の生産者の方々で構成する

新たな推進組織を立ち上げる準備を

進めている。

人口減少、高齢化を見据えた安心し

て暮らせる社会づくりについて

①子どもを産み育てやすい環境づく

りと子育て世代に対する応援の強化

として、具体的に中学生まで医療費

の無料化、第２子以降に保育料無料、

小・中学入学準備金・転入児童奨励

金も検討すべきと考えるが、町長の

考えを伺う。

町長　拡充や無料化を実施すると、

財政負担が増加する見込みであり、

現時点では単独事業としての実施は

厳しい状況にある。転入児童奨励金

も、他市町村や国の動きにも注視し

つつ、地方創生に係る議論を進める

中で課題として捉えていく。

ワンストップ相談窓口について

②高齢者のケアシステムの利用推奨

や認知症対策の推進、障がい者への

自立支援の取組みについては、「社会

福祉法人ゆうゆう」との活動と支援

を行うなど、当別町は、子ども、高

齢者、障がい者を一体的に支援する

共生型事業を行政と民間事業所が協

働のもと推進しているが、相談支援

事業について、ワンストップ相談窓

口の設置に関する町長の見解を伺う。

町長　タブレット端末などＩＴ機器

を活用し、相談窓口をつなぐことに

より、タイムリーで顔の見える、ワ

ンストップ型の体制を検討し整備し

ていきたいと考えている。

教育費の拡大について　

③当別町の将来を担う子どもたちに

確かな教育を。具体的に教育・体力

の向上（道内平均）に力を入れ、子

育て世代に魅力ある町づくりで居住

者を増やすべきと考える。一般会計

予算に占める教育費の割合（4.7％）

が少なすぎる。段階的に、10％程度

に引き上げることができないのか。

町長の考え方を伺う。

町長　教育費を含めた町の重要な政

策事業に配分する経費をこれから確

保していくためには、好調なふるさ

と納税などの収入を確保し、計画的

に公債費の割合を少なくする取り組

みを続けることによって、優先度の

高い事業への予算の割合を高めてい

けるものと考えている。
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一般質問

町長 地域住民の平和意識高揚に最も効果的である時機
を見定めて実施していきたい

核兵器廃絶・平和のまち宣言を
　

　鈴木　岩夫　議員

ＴＰＰ協定による当別町の影響は

気候や風土、歴史、先人の努力・知

恵に立脚すること

　総合戦略策定にあたっては、当別

町の歴史・文学などを研究している

団体にも積極的に参加してもらうと

いうような考えがあるかどうか伺

う。

町長　できる限り町民に投げかけ、

呼びかけ、意見の聴取に努めていき

たいと思っている。

マイナンバー制度の実施を中止・撤

回することを国に求めては

　マイナンバー制度について当別町

での準備はどの程度進んでいるか。

広報する場合、情報漏えいなどの危

険性があることも周知させる必要が

あると考えるかどうか。

　現時点では完全に個人情報を守る

効果的なシステムは確立していな

い。町として国に対してマイナン

バー制度の実施を中止・撤回するこ

とを強く求める考えがあるかどうか

を伺う。

町長　マイナンバー制度は、予定ど

おり進めており、今年 10 月より個

人番号が記載された個人番号通知

カードが各家庭に配付される。町と

して、マイナンバー制度に対する危

険性とその安全対策の確保など、最

新の情報を集めた上で住民への情報

提供に努めたい。マイナンバー制度

は国や自治体の行政事務の効率化や

利用者の手続の利便性の部分が大き

いので、当別町として中止撤回を求

める意見書の提出は考えていない。

再質問　せめて安全性が確保される

まで延期するよう求めてはどうか

町長　求める考えはない。

進めたところ、当別町内では３万

8,000 立米ほどの要望があり、29 年

度からの提供が可能であることのこ

と。事業の実施について、現在、江

別の河川事務所と協定締結の準備を

進めている。

地方創生、まち・ひと・しごと創生

総合戦略について

　道の駅建設に向けて関係機関の参

画がこれまでどれだけあったのか。

また、これからはどうなっているの

かを伺う。安心、安全の町民生活を

支える行き届いた除排雪（町道につ

いては町が責任を持って行うこと）、

充実した子育て支援策、定住促進対

策事業の拡充など、住みなれた町で

住み続けられるまちづくりの戦略プ

ランをどのように考えているのかを

伺う。

町長　民間企業、金融機関など多く

の関係機関からのアプローチが来て

いる。これからは、農協、商工会、

金融協会、町の４者で道の駅管理運

営主体検討会を設立し、関係機関一

体となって検討を進めていく。当別

町が雪に悩まされている現状を訴

え、人口減少対策として除排雪を充

実させていくことを国にも訴えてい

くべきものと認識している。子育て

支援策や定住促進策について、拡充

した取り組みや先進的な取り組みを

してきているが、人口減少および少

子化の傾向に歯止めをかけられてい

ない。地方創生の主目的は、地方の

人口減少、少子化対策であり、その

ために生活環境だけではなく、経済

の活性化と雇用対策も含めて総合的

に取り組んでいかなければならな

い。

　当別町は、自衛隊基地のある町で

す。被爆 70 年、戦後 70 年の節目の

年に、そしてこの情勢のもと自衛隊

を一人たりとも死なせないために引

き続き憲法９条を守り、核兵器廃絶

平和のまち宣言をする考えがある

か、町長の基本的態度について伺う。

町長　平和を守ろうという趣旨には

全面的に賛成であるが、平和都市宣

言については地域住民の平和意識高

揚に最も効果的である時機を見定め

て実施していきたいと考えている。

当別町農業 10 年ビジョンについて

　ＴＰＰ協定が実施された場合、当

別町としての具体的損失額はどの程

度考えられるのか伺う。

町長　ＴＰＰ協定による損失は、北

海道農政部による北海道農業への影

響試算を公表しており、農業産出額

について 4,931 億円の影響があり、

北海道の農業産出額は約１兆円なの

で、約５割に近い影響を受ける試算

となっている。この試算を当別町に

当てはめると、５割を超す影響を受

けると考えている。

　

国の事業や制度の利活用について

　26 年度より実施している「江別

太遊水地における泥炭土の有効活

用・農地還元事業」は、どのような

事業で、町内での要望はどれぐらい

あるのか、要望実現のため、今後ど

のような手順で進めようとしている

のか伺う。

町長　この事業は千歳川の治水対策

として北海道開発局が遊水地の整備

のための掘削作業により発生する泥

炭を江別河川事務所が無償で提供す

るという事業である。農協とも連携

をとり、江別河川事務所と調整を
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一般質問

町長
国、全国の自治体において導入もしていることか
ら今すぐにやめる考えはない

町長・副町長・教育長（特別職）の手
当特別加算４５％をやめる意思は

　澁谷　俊和　議員

特別職などの給料等について

区分 給料月額 期末手当

町　長 850,000 円 年間、
3.3 ヶ月分
支給

町長 20％、
副町長・教育長
10％削減して支給

副町長 700,000 円

教育長 610,000 円

広報とうべつ平成 26 年 11 月号から

造特性から耐震性を有していると耐

震基準に基づく改善は必要ないと規

定づけている。町住の実態から見て

も、とてもそのように思えない。こ

の点は、命に関わることなので前向

きな回答をお願いしたい。

町長　入居者の皆さんが今後も不安

を感じることがなく、安心、安全に

住み続けられるように、日常的な点

検や修繕など迅速な対応を通じて町

営住宅の居住性の改善に今後も努め

ていく。安全性について、地震の影

響を受けにくいコンクリートブロッ

ク造の耐力を持つ壁による構造に

よって地震に対する安全性は保たれ

ており、避難の安全性についても問題

のある住棟はないと判定されている。

町長の公約達成は

　企業誘致で雇用を増やす。町内の

起業による産業を育成。10 万人単

位のイベントの実施。再生可能エネ

ルギー供給基地の実現。を掲げてい

たが、2 年が経ち、折り返し点の現

在、その達成状況は。

町長　大きく雇用を創出するような

企業の誘致はまだ実現していない。

町内に新たにオフィスを構えた事業

所は４件あり、新たな起業も徐々に

出てきている。10 万人単位のイベ

ントは、実現していないが「町を

あげての祭り」実現を模索してい

く。再生可能エネルギーは、町の遊

休地を活用して、太陽光発電事業を

開始した他、旧廃棄物処理場を有効

活用したメガソーラー級の発電所の

建設誘致が決定している。また国の

100％補助を活用し、総合体育館の

暖房改修時期を捉えて、木質バイオ

マスボイラーの導入を決定した。

その他の質問

図書館建設について

　

町長　冬場の扱い商品は、姉妹都市

の大崎市の特産品、宇和島の果物や

海産物、さらには近隣市町村との

相互協力による例えば石狩市の海

産物などの取り扱いやレストラン、

テイクアウトでも季節に応じたメ

ニュー、商品展開を行い、年間を通

じた運営を目指す考えである。採算

ベースの見通しについて、60 万人

から 70 万人の確保ができれば極め

て安定的な経営が可能と試算してい

る。他の道の駅の入込客数の推移、

並びに札幌市の外環状である国道

337 号の交通量から判断し、ほぼ確

実に確保できるものと想定をしてい

る。現時点で赤字の想定は行ってい

ない。赤字を出さないための対策に

万全を期す必要があり、そのための

あらゆる角度からの施策を展開して

いるところである。健全運営の実現

には、ランニングコストの低減が重

要であり、地中熱、太陽光などの再

生可能エネルギーの活用により、ラ

ンニングコストを低減する計画も組

み込んでいる。

町営住宅について

　現在進めている改善事業につい

て、入居者に不安を与えない親切丁

寧な説明と早め早めの施策が必要だ

が、この点についてはどうか。

　耐用年数が大幅に過ぎて、いざ災

害になったとき、現在でも集合煙筒

が崩れ、そこから火が外にもれる、

床が抜け、畳もボワボワである。こ

のような状態で壁が過重を支える構

　町民の生活実態や収入状況からみ

ても 45％特別加算はやめるべきで

ある。町広報では、町長 20％、副

町長・教育長 10％削減して支給と

しか載っていない。町の財政状況は、

実質公債比率全道ワースト 13 位、

町債残高約 124 億円、将来負担比率

125％で全道ワースト 12 位と大変厳

しい状況である。特別職報酬等審議

会を開き、検討させる意思はないか。

町長　特別職の手当は、国家公務員

の一般職の職員の給与に関する法律

に準拠したもので、それをベースに

町の条例で制定したもの。役職加算

は、国家公務員の給与法を基準とし

ており、特別職も一般職も両方に導

入している制度で、国、全国の自治

体において導入していることから、

今すぐにやめる考えはない。

　平成 25 年 12 月定例会で、「特別

職の報酬については、町の現状をは

じめ、経済情勢や社会情勢を的確に

判断し、対応してきたところであり、

これからも同様の対応をしていきた

い。」と答弁したところであり、こ

の考えは、何ら変わっていないため、

特別職等報酬審議会を現状では開催

するつもりはない。

道の駅構想

　約 10 億円の概算工事費（土地代

含まず）が発表されたが、これは、

1 年間の町税収入の半分以上を占め

る（土地代を含むと 6割以上）とい

う事業内容。道内どこの道の駅も冬

場扱う商品がなく、財政的にも苦戦

している所が多い。これだけのお金

をかけて採算ベースが取れるのか。

もし赤字の場合、その負担は誰が背

負うのか。どこの自治体も補助金を

あてにした箱物行政で、現在赤字財

政にあえいでいるのが実態。当別道

の駅がそうならない保証はあるのか。
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一般質問

町長
学力向上や地域の特色を活かした教育により、他自治

体との差別化を実感できる町づくりを目指している

教育を核としたまちづくり
　

佐藤　立　議員

　「2011 年度に入学した小学生の

65% は大卒時に今は存在しない職業

に就く」という米国研究者の予測。

今、子供たちは創造性・コミュニケー

ション能力等の 21 世紀型スキルが

求められる。教育によるまちづくり

は子供の未来を拓くとともに、教育

のブランド化・地域の作り手育成を

通じ、若年人口増加・産業創出と町

の未来も拓く。

（問）教育を核としたまちづくりに

ついて。（問）総合教育会議の役割

について。

 

町長　すでに小中一貫型教育の導入

も具体的に進めており、学力向上や

地域の特色を活かした教育により、

他自治体との差別化を実感できる町

づくりを目指している。総合教育会

議の役割は、極めて大きく、教育委

員会と行政が一体となり、教育のあ

るべき姿を共有し、課題の克服に努

めるため、今後とも連携を密にしな

がら、教育行政を推進していく。

教育の核は学校教育。町は先進事例

紹介など支援強化を

【反転授業】

子供たちに知識活用の時間を提供す

る手法として、講義ビデオを事前に

見て授業に望む「反転授業」がある。

【夢ゼミ】

隠岐島前高校では生徒が地域の大人

と共に学ぶ「夢ゼミ」実施。本気の

大人との交流が生徒の刺激となり

「仕事を創って島に帰りたい」と語

る卒業生も。

【カタリバ】

大学生と高校生のワークショップ

「カタリ場」では本気で自分に向き

合う大学生に触れ、高校生が主体的

な進路選択へ。

子供たちが地域の本気の大人と共に

考え語り合う機会は、志を持ち主体

的に学ぶ契機に。

（問）学校と地域の連携強化につい

て。（問）先進的授業方法の紹介・

導入について。

教育長　学校では既に学校評議員や

学校関係者評価委員を通じて、地域

の方々の意見を学校運営に反映させ

る仕組みや総合的な学習の時間の講

師として地域人材の活用を行うな

ど、地域との連携は進んでいる。現

在、町内の各学校では授業改善に積

極的に取り組んでいるため、現段階

ですぐに反転授業を各学校で実践す

る考えはない。先進的な授業につい

ての紹介は、これまでどおり教育委

員会として積極的に行っていく考え

である。

（２）情報公開

（問）情報公開はまちづくりの基本。

地方創生も住民参加を重視。情報は

町民の共有財産との認識で率先して

発信を。

町長　情報発信については、極めて

大切であると感じており、今後も必

要があると思われるものについて、

分かりやすく、見やすい情報の発信

に努めていく。

【地方創生総合戦略策定委員会】

（問）策定委員会に関する次の 4 提

案について。

①資料の傍聴人への配布・WEB 掲載

②議事録の速やかな公開・WEB 掲載

③次回日程の早い告知

④策定委員会の夜間・土日開催

町長　会議概要を含む資料の配布や

ホームページへの掲載、次回会議日

程の告知について、提案のとおり努

めていく。夜間、土日開催について、

総合戦略を策定するための委員会な

ので、町民が傍聴できるようにする

ことが目的ではなく、議論できる環

境を整えることが最優先されるべき

である。

【議事録等公開の基本ルール】

（問）委員会等の議事録等公開の共

通ルールについて

町長　情報は、内容や性質も多種多

様であり、内容によっては個人や企

業に不利益を生じるということも想

定させるなど、公開の対応も異なっ

てくるため、共通ルール化はなじま

ないと考える。

（３）町内資源活用による産業・雇

用創出

（問）太美の地熱は軟弱地盤で利用

が容易。活用により道の駅での農産

物通年販売も可能。地熱暖房は企業

誘致に有利で産業・雇用の創出との

期待も。太美の地熱活用について。

町長　道の駅において比較的高い地

中熱があるので、建物本体の暖房に

活用していく考えであり、敷地内や

道の駅界隈において農産物の低コス

ト生産モデルとなる地中熱活用、さ

らには通年栽培といった高付加価値

生産につながるような活用について

検討を進めている。当該地域で積極

的に導入の推進を図り、熱エネル

ギー利用による農業の活性化、植物

工場など熱の有効利用を目指す企業

の誘致を図っていく考えである。

（問）バイオエネルギー原料として

産業用大麻が注目。サトウキビ以上

の熱量ありとの研究も。道内各地で

取組開始。産業用大麻を含めバイオ

エネルギー活用について。

町長　産業用大麻については、道庁

でも議論が始まったばかりで、有用

性、栽培上の課題、道民の理解、３

つの論点で再整理が必要との見解が

示されており、事業化に行き着くに

は時間がかかると考えている。当別

町は農業資源、木質資源ともに非常

豊富で、大きな可能性を秘めている

ので、今後とも積極的にバイオマス

エネルギーの取り組みを推進していく。
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ＪＲ石狩太美駅前の交通安全対策に
ついて

五十嵐　信子　議員

一般質問

町長
行政と地域が一つになって進めていくことが重要
である

　　　　石狩太美駅前の道路

　現在、ＪＲ石狩太美駅前のロータ

リーは、一方通行となっていないた

め、ふれあいバスや送迎の自家用車

が停車し、乗降している時間帯には、

対向車が入ってくると道幅も狭いた

め、接触事故を起こしかねない状況

であるとの声もある。安全通行に努

められるよう一方通行へと働きかけ

るべきと思う。また駅前広場などを

利用し、乗降者が待つスペース、駐

車場などの設置をする考えはあるの

か伺う。

町長　一方通行への規制について、

安全性や利便性を考えたときに同感

である。公安委員会の働きかけにつ

いては、何より地域の合意形成が整

い、行政と地域が一つになって進め

ていくことが重要であると考えてい

る。待機スペースについては、一方

通行の実現と合わせ、駐車場につい

ては、今後駅周辺の再開発と合わせ

た課題として、研究していく。

子ども医療費助成について

　当別町の現行制度では、乳幼児 3

歳まで、当別町、江別市、あいの里

にある北海道医療大学病院では、窓

口の立替払いが不要な現物給付方式

が採用されているが、実際、指定以

外の病院へも多く受診されており、

立替払いは経済的にも負担が大き

い。安心して受診が出来るよう、そ

して子どもの健康を守るためにもま

ずは、立替不要な現物給付方式をす

べての医療機関で採用すべきと思

う。子育てしやすい町づくりを目指

す上でも親の経済状況に左右される

ことなく、必要な医療が受けられる

ことは最も重要ではないかと思う。

安心して子育てできる町・子育て世

代を呼び込む施策の一つにし、１２

歳まで医療費の無償化を実現してい

くべきと強く感じるが、町長の考え

を伺う。

町長　立替払いを解消するために審

査支払い事務の外部委託の実施に向

けて関係機関と協議を進めていると

ころである。現在は、当別町内と江

別市内の医療機関などで立替払いが

不要となっているが、外部委託の実

施により、北海道内全ての医療機

関で、原則、立替払いが不要とな

る。子育て世代に対するサービスの

向上、当別町や医療機関における事

務処理の効率化といった観点からも

効果があると考えられるので、外部

委託の実施に向けて協議を進めてい

く。子どもへの医療費の助成の拡充

について、子どもの健全な育成に寄

与することや子育て世代の経済的負

担の軽減といった観点からも重要な

取り組みと認識しているが、中学生

まで無償化した場合は、6,500 万円

の財政負担が生じる見込みで、現時

点では、単独事業としての実施は厳

しい状況にある。

除排雪について

　２年前より幹線、生活道路の区別

なく除雪を行っていると聞いている

が、道幅が狭くなっている上に、除

雪が不十分なため、車が来ても避け

るのに大変苦労し、危険と毎年多く

の声がある。人口減少にも着実につ

ながる当別の最大と言っても過言で

はない。除排雪問題は財政だけの問

題なのか。町民の生活、命にも関わっ

てくる重要な課題を町は全面的に責

任を持って努力し、対応すべきと思

う。その中で行政と町民が一つにな

り、ユニークなアイデアを出し合い、

一緒に乗り越えて行くことは出来な

いものかと考える。幹線・生活道路

の除雪基準を一定化し指導、報告等

町民にわかりやすく伝わる制度は考

えているか伺う。

町長　除排雪について、幹線道路、

生活道路の除雪基準は、全町的に統

一した基準で行っている。また、現

地のパトロール、天候状況に合わせ

て実施しており、吹きだまりや暖気

の際の路面管理の指導もしている。

２年前から幹線道路と生活道路の道

路区分の見直しと、幹線道路と生活

道路の作業区分をなくして、排雪作

業の効率を高めるために線的作業か

ら面的作業へと作業工程を改善した

結果、全般的に道路状態はよくなっ

たと認識している。昨年度は近場の

雪の堆積場を新設や雪を多く貯めず

早い時期から排雪を行うなど、経費

の縮減と作業効率の改善も行ってき

ている。従来の方法にこだわらずに

当別町雪対策町民協議会、除排雪業

者、当別町の３者が一体となって総

合的に改善を進めてきている。

　雪問題については、町だけが対策

を考えていくというだけではなく、

地域が共に支え合い、多くの町民が、

この問題に対して参画していくこと

が重要なので、「地域で何ができる

のか」、の提言をいただければと思

う。
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れだけ作るのか、品質の基準をどこ

までにするのか、などを検討しなが

ら、組織を立ち上げていく考えであ

る。テイクアウトも事業者の募集選

考とあるが、どういう商品構成がい

いのか、どういうレベルの商品を扱

うのか。仮に新商品の開発が伴えば

遅くとも２７年中には、ある程度の

イメージを決めながら、２８年には

新商品開発に向けたテストマーケ

ティングを１年かけながら実施しな

ければならない。１年をかけ、どう

いった農産物を確実に作れるのか。

また体制をとるのか。テイクアウト

も同じことが言える。ソフト面が重

要と考えているので、伸びた１年で

そういったところに力点を置く。ト

イレの位置は、通常駐車場の中央に

トイレを配置することが多い。参考

主な質疑内容

議員協議会

議　員　協　議　会

　6 月 9 日に開催された議員協議会で、町部局から道の駅の現在までの状況と今後のスケジュー

ルについての説明があり、その後、質疑応答が行われました。

　今後の予定として、平成 28 年 4 月に道の駅建設工事を開始し、平成 29 年 9 月に道の駅オープ

ンを予定しています。

　道の駅の完成予想図

　　　　正面から見た図　　　　　上から見た図
　※詳しくは町のＨＰに掲載しています。

☆用語解説

議員協議会とは、地方自治法第 100 条第 12 項の規定により、議案の審査また

は議会の運営に関し協議または調整を行うための場として設置されており、

議員全員で構成され、議長が召集します。

Ｑ　民間企業が道の駅に入る可能性

の話は出ているのか。土地の価格は

どうなっているのか。

Ａ　町から民間企業へ参画していた

だけるよう働きかけを行っている。

民間企業からも道の駅に参画したい

と申し出もある。土地の価格は、６

月補正後に不動産鑑定士を入れて鑑

定を行う予定で、その後金額が決ま

るので、現在、土地の価格は算出で

きない。　　　　　　

Ｑ　スケジュールの中で、直売所で

取り扱うものを決めるのが遅いので

はないか。組織が優先となっており、

その前に供給面で、何を売るのか。

野菜などは計画から１年以上かかる

ので、年内にはどれくらいのものを

直売所で売ろうとするのか同時にど

ういった農産物を売るのか。早めに

決めた方が良いと思う。トイレの位

置について、検討経過を聞きたい。

Ａ　管理運営主体の検討の、直売組

織の設立検討の中で、直売所の設立

だけではなく、ＪＡとどの品目をど

にしているのは、道の駅が閉まると、

トイレ用の出入り口を開ける。道の

駅が営業しているときは、トイレ用

の出入り口を閉じる。一度道の駅に

入らなければ、トイレに行けないよ

うになっている。今後実施設計の中

でどういった形がいいのか、検討し

ていく。

Ｑ　スケジュールが１年延びた分を

どこに力点をおくのか。地中熱ヒー

トポンプについて、費用対効果はど

うなのか。

Ａ　地中熱の費用対効果は、実施し

ているところに聞き取りをしたとこ

ろ、１０年程度で、維持管理、電気

代を考えるとコスト回収ができると

聞いている。故障も少ないと聞いて

いる。今後、現地調査も行う。
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委員会報告

平成２７年第３回定例会関係（平成 27 年 6 月 11 日）主な質疑内容

総務文教常任委員会

→

〈企画部関係〉

Ｑ　木質バイオマスボイラーの耐用

年数はどれ位なのか。

Ａ　ボイラーの耐用年数は、15 年

程度になる。

Ｑ　燃料はどういうものを予定して

いるのか。単価はどの位なのか。

Ａ　木質ペレットを予定している。

市場価格では１㎏当たり 40 円から

60 円と押さえている。

Ｑ　木質ペレットの確保はどうなっ

ているのか。どこから導入するのか。

灯油ボイラーと比較しての費用対効

果はどの位なのか。

Ａ　ペレットの購入は町外からの購

入になる。灯油との比較では、カロ

リーベース灯油１ℓ 当たり、ペレッ

ト 1.8 ～ 2.2 ㎏程度と言われている。

現時点では、原油安から灯油１ℓ 当

たり 72 円程度なので、コスト面で

は、同程度か、ややペレットの方が

高いが、灯油よりもＣＯ２排出が少

なく、環境負荷が少ないメリットも

ある。

Ｑ　太陽光パネルを配置する位置

は、変わらないのか。白樺コミセン

では、電力を使用しないのか。

Ａ　導線の関係でパネルの配置は変

わる可能性はある。補助の性質から

当該設備から発電した電気は、白樺

コミセンでは供給しない。

Ｑ　コミュニティー助成事業を活用

している町内会はどれ位あるのか。

Ａ　平成２2 年に西町、２５年に緑

町、２６年にみどり野、２７年に樺

戸町内会が助成事業を活用している。

Ｑ　道の駅の基本設計のパースのイ

メージの外観で実施設計していくの

か。ランドマークはどのように実施

設計に生かされるのか。

Ａ　パースのイメージに基づいて実

施設計に入っていく。今までの意見

を踏まえて、スウェーデンなどの北

欧をイメージして進めていきたい。

ランドマークのデザインについて

も、今後検討していきたい。

Ｑ　基本設計の発注時には、当別に

相応しいもので、外観のイメージは

北欧風になるとの見解であったと思

うが、確認したい。

Ａ　外観上のイメージはスウェーデ

ンハウス風と検討したが、将来的な

ランニングコストも考えて、三角屋

根にはしていないが、他の建物には

反映するよう検討していきたい。

Ｑ 概 算 工 事 費 に つ い て だ が、 約

１０億円の工事費の補助金の補助率

はどの位になるのか。

Ａ　道の駅本体工事費については、

農林水産省の１/ ２の補助を活用す

る事とし、直売所についても農林

水産省の１/ ２補助、再生可能エネ

ルギーについては、経済産業省の１

/ ２補助を活用し、２４時間トイレ

については、国土交通省の所管にな

り１/ ２補助となり、対象外の部分

についても、北海道の単独事業の補

助事業に該当するよう要望していき

たい。

Ｑ　運営主体であるが、最終的にど

ういう団体を考えているのか。出資

金はどの位を見込んでいるのか。

Ａ　町、商工会、農協などの構成に

ついては、商工会の定款や、農業協

同組合法等の内容も含めて検討して

いきたい。出資額については、レス

トランやテナント等の運営方法に

よって出資のシュミレーションが変

わってくるので、現段階では想定で

きないが、検討会を立ち上げてその

中で検討していきたい。

Ｑ　建物は出来たが、運営はどこで

行っていくのかが、町民の最大の関

心であるので、参加する団体の出資

割合などの、今現在の考えはどう

なっていのか。

Ａ　農業と商業振興に役立つ為に、

理解はしてもらっているが、出資割

合等については、検討会の中で、十

分に検討していきたいと考えている。

Ｑ　道の駅本体以外にも、全体的に

載荷盛土をする事になるのか。

Ａ　駐車場も含めて、国道との高さ

の取り合いで１ｍ 50 ｃｍ程度の盛

土をする事になる。

Ｑ　国道の高さではなくて、側道の

高さに合わせる事になるのか。

Ａ　国道の高さだけではなくて、側

道や１７線の取り合いの中で決定す

る事になる。平均して１ｍ 50 ｃｍ

程度の高さが必要である。

Ｑ　駐車場の買収で国土交通省の土

地価格鑑定評価額の情報は共有して

いくのか。

Ａ　開発局と連絡を密にしながら、

情報は共有していく事としたい。

〈教育委員会関係〉

Ｑ　ＩＣＴ機器３４台は、各教室に

１台ということか。

Ａ　小学 4 年生以上と、中学校普通

教室に設置するもの。

Ｑ　小中一貫教育の基本方針で、最

終的に一体型の一貫校にする目処は

いつ頃なのか。

Ａ　年度は明示していないが、当別

中学校の校舎が既に 46 年を経過し

ており、耐用年数等を考えると、そ

の建替時期を含めて方向性を検討し

ていかなければならない。

Ｑ　当別地区と西当別地区で、それ

ぞれ小学校・中学校のどちら側で統

一していく考えか。

Ａ　当面の間は、現存の小学校・中
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委員会報告

産業厚生常任委員会

平成２７年第３回定例会関係（平成 27 年 6 月 10 日）主な質疑内容

→

〈経済部関係〉

Ｑ　未利用間伐材事業はどの地域で

行われるのか。　　　　

Ａ　青山の町有林で行う予定。

〈建設水道部関係〉

Ｑ　ロータリ除雪車の規模と用途は。

Ａ　小型車で歩道用の除雪車。１時

間に 700 トン以上の排雪、また１

時間に 10 トントラック 50 台程度

の排雪が可能である。車両の幅は、

1.3 ｍ幅。

Ｑ　議案の件名はロータリ除雪車１

機と入れるべきではないか。除雪車

の保有は何台か。これで除雪に十分

に対応できるのか。

Ａ　件名については、今後どのよう

な標記がいいのか近隣市町村を比べ

ながら適正な標記に努めていきた

い。町の除雪車の保有台数は７台で

ある。これで十分かについては、受

託業者と十分協議しながらオペレー

タの人数や、業者の努力で車両を確

保している部分もあるので、今のと

ころ、７台の更新をしながら保てる

と考えている。

〈福祉部関係〉

Ｑ　今日現在、障がい手帳を認定し

ている人は何人か。またその内訳は。

Ａ　 平 成 26 年 4 月 1 日 現 在、

Ａ　当別町子育て行動計画は、次

世代育成支援対策推進法に基づき、

平成１７年度から２６年度までの

１０年間推進してきた。今回の計

画は、子ども・子育て支援法に基

づき策定された。新たな事項とし

て必須事項と定められている教育・

保育の提供区域の設定、需要と供

給のバランスを網羅することが決

められている。子育て行動計画か

ら継承するのも多々あり、基本理

念は継承している。

Ｑ　手帳交付はされていないが、社

会に適用できないという方がいると

思うが、このサポートについては計

画のどこを見れば良いか。

Ａ　障がい者手帳を持っている方の

支援だけではなく、様々な相談を実

施している。当別町は、当別町障害

者総合相談支援センター「ななかま

ど」に業務を委託し、日常の様々な

相談を受け付けている。手帳を持っ

ていない方の相談も受けていると聞

いている。障がい福祉基本計画の中

では、「施策の展開地域で支えます」

という部分で、相談体制の充実で位

置づけている。

１１４２人に障がい者手帳を交付。

平成 27 年４月１日現在、１１５９

人に障がい者手帳を交付。うち、身

体障がい者は８８９人、知的障がい

者１７２人、精神障がい者９８人。

Ｑ　ふとみ保育所の整備で、ウッド

デッキを芝、コンクリートなど目的

を考えて整備すると思うが、子ども

の環境が良くなるようにしてもらい

たい。それぞれの計画について、前

計画をどのように評価をして、今回

の計画でどのように変更したのか。

当別町子ども・子育て支援事業計画

では、教育とのかかわりが大きくな

ると思うが、教育委員会との連携は

どのようにしていくのか。

Ａ　ふとみ保育所にはウッドデッキ

が全部で３ヶ所あり、現在の利用状

況に見合った改修を予定しており、

ふとみ保育所の現場と協議をして改

修を進めていきたい。計画を推進す

るにあたり、教育委員会との連携も

非常に重要と考えている。

Ａ　介護計画では、２６年度までの

実績を踏まえ、２７年度からの計画

を立てている。障がい福祉基本計画

では、平成２４年度から２６年度ま

での実績、状況を踏まえて、平成

２７年度以降の見込みを立てている。

学校を使いながら分離型を進めてい

くが、その点についても検討してい

きたい。

Ｑ　将来的には、当別地区と西当別

地区の２箇所での小中一貫校を考え

ているのか。

Ａ　その事についても、地元住民と

の協議を含めて検討していく考えで

ある。

Ｑ　小中一貫教育を分離型にした時

に、今までとどこが違うのか。父兄

への説明では、不満等が出てくるの

ではないのか。

Ａ　最終的には、一体型の一貫校を

目指すが、現況では、どこに設置す

るかは今後の検討事項になるので、

その点は父兄への説明では丁寧に

行っていきたい。

Ｑ　小中一貫校に対しての将来的な

ビジョンを明確にしていかなければ

ならないと思う。その点は、教育長

に伺いたい。

Ａ　一体型での一貫教育を原点に出発

して進めていく事になるが、当面の間

は、分離型の形で進めながら、最終的

には状況を見ながら一体型に移行して

いく考えである。一貫教育のメリット

はどういうものがあるのかを、熱意を

持って父兄には丁寧に説明させていた

だきたい。
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定例会開催予定　次回の当別町議会定例会は 9月 16 日から予定しています。

編　集　後　記

Ｈ 27. 6. 3

Ｈ 27. 6. 9

Ｈ 27. 6.10

Ｈ 27. 6.11

Ｈ 27. 6.12

Ｈ 27. 6.15

Ｈ 27. 6.16

Ｈ 27. 6.23

Ｈ 27. 6.29

Ｈ 27. 7. 3

Ｈ 27. 7. 7

議会運営委員会

議会運営委員会　議員協議会

平成 27 年第３回定例会　

産業厚生常任委員会

総務文教常任委員会

平成 27 年第３回定例会　

議会運営委員会

平成 27 年第３回定例会

平成 27 年第３回定例会

議員協議会　議会広報特別委員会　

石狩町村議会議長会議員研修会　

議会広報特別委員会

議会運営委員会

北海道町村議会議長会議員研修会

Ｈ 27. 7. 8

Ｈ 27. 7. 9

Ｈ 27. 7.14

Ｈ 27. 7.15

Ｈ 27. 7.22

Ｈ 27. 7.27

新ひだか町議会行政視察来庁

（視察内容：コミュニティバスについて）

妹背牛町議会行政視察来庁

（視察内容：コミュニティバスについて）

秋田県由利本荘市議会行政視察来庁

（視察内容：共生型事業について）

議会広報特別委員会

湧別町議会行政視察来庁

（視察内容：議会報告会などについて）

議会広報特別委員会

議会広報特別委員会

福島県議会行政視察来庁

（視察内容：コミュニティバスについて）

議会運営委員会　議員協議会

議会のうごき（平成27年6月～平成27年7月）

　4 月２６日に行われた町議会選挙で新たに１５名

の議員が選出されました。６月９日（火）～６月

１６日（火）に第３回定例会が開催され、本会議・

各委員会で様々な議論が展開されました。

　一般質問には、新人を始め５名の議員が活発な質

問を致しました。

　急速な少子高齢化社会や人口減少など私達を取り

巻く環境は厳しさを増してきます。今後「地方創生」

という名の地方活性化をいかに立案していくのか。

　私達、議員は、住民感覚を備え、行政職員にはな

い住民感性・生活の知恵・専門知識・技能を集め、

地域全体を統合していく「地域づくりの職員」とし

て、議会の動きが住民にわかりやすく、また活動が

良く見えるように新たな視点で努力しなければなり

ません。

　住民の皆様からのご意見、ご要望をお待ちしてお

ります。

　　　

議会広報特別委員会　

　　　　　　　　　　　副委員長　　山﨑　公司

石狩町村議会議長会議員研修会（６月２３日）

北海道町村議会議長会議員研修会（７月７日）

議　員　研　修　会

講師の川島地域政策部長

　　　研修を受けているようす

　石狩町村議会議長会主催の当別町議会と新篠津村議

会合同の議員研修会が当別町で開催され、石狩振興局

地域政策部長川島尚樹氏による「石狩振興局における

地域政策について」と題し、地方創生に関する研修が

行われました。

　北海道町村議会議長会主催の議員研修会が札幌コン

ベンションセンターで開催され、今村都南雄氏が「地

方議会を取り巻く最近の動向」、川村晃司氏が「これ

からの政局・政治動向」と題し、講演が行われました。


